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国際公共財試論

－パックス＝アメリカーナから国際協調時代へ－

吉  田  和  男＊

  世界システムは，少数の国による覇権的支配や多数の国の勢力均衡ないし協調的運営等

さまざまな方法で運用されてきた。戦後の世界体制についてみれば，西側ではパックス＝

アメリカーナが基本的な世界システムであり，このいわゆる米国の覇権システムが秩序と

いう公共財を供給し，米国自身もこのシステムの最も大きな受益者であったが，我が国を

含 め 各 国 に 大 き な 利 益 を 与 え ， 世 界 的 な 平 和 と 経 済 的 発 展 を な し 遂 げ た 。

  しかし，米国の力の相対的に低下にともない，パックス＝アメリカーナという世界シス

テムが崩壊し始めている中，パックス＝アメリカーナとはどのようなシステムであったの

か，また，それに代わる今後の世界システムの運営は日本の役割も含めどうあるべきかと

いう問題の解決が強く求められており，その為に国際公共財という概念が非常に重要と

なっている。

  まず，パックス＝アメリカーナという世界システムが形成されたメカニズムを考えてみる。

①核兵器という規模の利益を持つ兵器体系の登場は米ソの対立を激化させ，また，防衛力

  を米ソに集中させることになり，これが西側では自由経済国家群に統一して，世界シス

  テムを形成した。

②ドルを中心とする国際通貨体制は，世界に共通通貨を形成し，経済安定をもたらした。

  同時に，米国には交易条件を好転させ，米国に富を集中させた。

③自由貿易体制は世界経済を大きく発展させるとともに，米国に規模の利益の産業に特化

  させ，米国に高い成長率をもたらした。

  以上のような米国の経済的優位は軍事的拡大への余裕を作り，さらにこの体制を強化さ

せた。

④また，この経済的余力は援助を通じて，より経済力の低い国に移転され，米国への求心

  力を強めてこの体制を強化させた。

  このように，軍事－通貨－貿易－援助のリンクは「規模の利益」の存在を媒介して，相

互に依存してパックス＝アメリカーナという国際公共財を形成し，この下で西側各国は

①核の傘に入ることで安価に安全保障を手に入れ

②ドルを使うことで為替リスクを回避して貿易，投資を円滑に行い為替レートと経常収支

  安定を図ることで国内の経済安定を享受できた。

③また，自由貿易体制によって貿易の利益を得，

④米国の援助によって広範囲な開発途上国を西側に取り込み，安い一次産品の確保を行う

  とともに，開発途上国の経済的発展によって利益を受けたのであった。

つまり，パックス＝アメリカーナという世界体制の国際公共財として高いパフォーマンス
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を生んだのであった。

  しかし，このように特徴づけられる戦後の国際体制も1960年代後半から序々に変化し始

めた。これは先に述べた規模の利益が生まれない技術体系に移行することによって起った。

  というのは，まず軍事的側面では，核が成熟し，使えない兵器となったことから，米ソ

間の対立的構造が平和共存，デタントヘと移り，その結果として米ソの軍事拡大の相互抑

制が進むという大きな方向転換が進行すると同時に，米ソ両陣営それぞれの内部の分裂，

結束の弱体化が起こり，米ソの軍事的優位の状況は変化しないものの相対的な地位の低下

が多極化を推進させた。本質的に戦後の国際政治の特徴であったパックス＝アメリカーナ

という二極化への求心的ベクトル構造は相互依存関係に転換していったのである。

  加えて，70年代に入ると，パックス＝アメリカーナの経済的側面においても大きな変動

が発生する。つまり，ニクソン＝ショックに伴うドル不安により，ブレトン＝ウッズ体制

は崩壊し変動相場制へと移行，さらにその後の米国の大幅な経常収支赤字はドルを決定的

に不信任に陥らせ，ここでドルという国際公共財は消滅し，通貨面でのパックス＝アメリ

カーナは崩壊し，世界では機軸通貨のない経済に移行することとなった。

  また，同じくパックス＝アメリカーナの経済的側面を支えてきたＧＡＴＴＡを軸とした自

由貿易体制も，米国経済の相対的地位の低下とともに米国自らが保護貿易化することによ

り一つの転機を迎えることになった。これらの背景には生産におけるパラダイム変化が

あった。

  もう1つの重要な側面である経済援助も，財政事情の悪化につれ米国の援助に対する意

欲が低下し，米国の援助による米国への求心力強化という体制から国際的な協力体制が要

請される時代に転換したのであった。

  以上のようなパックス＝アメリカーナの崩壊は世界システムを米国の覇権システムから

国際的な協調システムヘと変革をもたらした。つまり，戦後の繁栄をもたらした米国の覇

権システムが崩壊したといえる現在，今後の平和と繁栄を得ていくためには，パックス＝

アメリカーナに代わる新たな国際的公共財を供給する世界システムが必要であり，そのた

めに必要とされるのは先進国間での協調的な関係であり，世界秩序を維持し，国際的な公

共財を供給していくのに，我が国を含め，各国がどのような役割を分担するかという問題

が重要となっているのである。

Ⅰ．国際公共財としての世界秩序

１　世界秩序の類型

  戦後の世界体制はパックス＝ルッソ・アメ

リカーナという二極システムによる安定的な

運営で特徴付けられることについては異存の

ないところであろう。西側の体制だけを考え

ればパックス＝アメリカーナが基本的な世界

システムであった。そして，これが今日，大

きく変化してきていることがさまざまな問題

を引き起している。その中では多国間の協調

が世界システムを運営する鍵とみられている。

  世界システムはこれまでさまざまな方法で

運用されてきたわけであり，今日，新しい方

向が模索されている。世界史的にみれば世界

システムはこれまで様々な形態をとってきた。
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ローマ帝国や唐のように絶大なる帝国を形成

し，一極システムを作った時代もあった。中

世のように様々な小国を含めた多極的なシス

テムの時代もあった。大航海時代にはヨー

ロッパ大陸は多極的システムであったが，ス

ペイン・ポルトガルが世界分割を行う規模の

世界支配を行った。近代の成立とともに国民

国家が成立するが，ウィーン会議以降，ヨー

ロッパは多極的な安定した時代となる。一方

では，イギリスが海洋国家として勢力を拡張

し，パックス＝ブリタニカを形成する。これ

はヨーロッパにおける勢力均衡と補完して世

界の安定をもたらした。そして，パックス＝

ブリタニカの衰退は列強各国が植民地を争う

ところとなり，ブロック経済を形成し，やが

て第二次世界大戦を引き起こす。そして，戦

後は米ソが二極的な世界システムを形成する。

　世界システムは一極ないし二極の超大国に

よって運営される場合，戦前の列強の対立の

ように数少ない大国の対立によって運営され

る場合，19世紀ヨーロッパのように小国を含

め多極的なシステムとして運営される場合な

ど多様な形態をとってきた。小数の国による

覇権的支配と多数の勢力均衡ないし協調的運

営が交錯してきたのが世界史である。

  覇権的なシステムと多極的なシステムとが

どのようにして形成され，どちらが優れてい

るかなどシステムの性質については様々な議

論が行われてきたところである。覇権安定論，

覇権宿命論は古くからあり，ランド・パワー

を重視するマッキンダー，シー・パワーを主

張するマハンなどは覇権に向かって国家は力

を利用することを主張する。キンドルバー

ガー（Ｋｉｎｄｅｌｂｅｒｇｅｒ〔1970〕）は政治・経済を

含めた世界システムをパックス＝アメリカー

ナが形成し，これが戦後の安定を生んだこと

を主張する。これに対して伝統的な多極安定

論は18・９世紀のヨーロッパの安定を説明す

るものとして勢力均衡の議論が多くなされて

いる。高坂〔1978〕は，この時期は力が平等で

あり，コミュニケーションが存在していたこ

とによって勢力均衡のメカニズムを安定的な

ものとしていたことを示している。テーラー

は「19世紀の最後の30年間には，ヨーロッパ

の勢力均衡がそのもっとも完成した形で見ら

れた。五大国（多少その資格に疑いのあるも

のを加えれば六ケ国）は，それぞれがその独

立を保持することができ，どの国も他国に優

越することができなかった。…………勢力均

衡は，自動的に動き，自動的に調整する自然

法の如き装いを呈した。ヨーロッパは近代史

における最長の平和を享受した。」と多極的

なシステムが勢力均衡によって安定的に運営

されることを主張している。勢力均衡による

世界システムは個々の国の文化や国民の志向

と世界平和という矛盾を両立させた極めて優

れた運営方法であったことを示している。ま

た，フランケル（Ｆｒａｎｋｅ１〔1979〕）は勢力

均衡が安定的であるために５つ以上の多極

的システムでなければならないとし，少数に

なればそれは分割になり，勢力均衡のメカニ

ズムは多極安定にもなり覇権を争うシステム

にもなるとしている。富田〔1989〕は覇権シ

ステムと多極的システムの安定性に関する議

論を整理し，多極的になれば紛争発生の可能

性は高くなるが，紛争の規模は縮小するとい

うトレード・オフ関係を示している。

２　世界秩序という公共財

  パックス＝アメリカーナとは何であったの

か，また，今後の世界システムの運営はどの

ようなものであるべきなのか，日本の役割は

といった問題を考えるとき国際公共財という

概念が非常に重要になる。一般に公共財とは

市場で供給が行われないために政府が供給す

る財貨・サービスであり，例としては防衛，

警察，司法，治山治水等の公的サービスがあ

げられる。経済学では公共財を非排除可能性

（費用を払わない人の利用を排除することが

できない場合）と非競合性（ある人の利用が

他の人の利用を妨げない）という性質を同時

に持つものと定義している。これはある側面
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でみると共同消費と考え，公共財を全ての

人々の効用関数に等量で入ってくるような外

部性の強い財と考えることもできる。また，

公共財を結合供給として考え，一つの財の供

給が複数の人々に供給することになる面に着

目した定義でもある。この様に考えるとその

供給の範囲の大きさを考えることでクラブ財

という考えになる。いわゆる公共財は結合供

給の範囲が広く，最適なクラブを構成する規

模が大きいものになる。この様な性質を持つ

公共財の供給は国内的には政府の手によって

行われるものであるが，これと似たような関

係が国際社会においても存在する。例えば，

同盟関係にある国にとって，同盟相手国の軍

事力の強化は自国の安全保障を更に確固した

ものにする。反対に，敵対している国の軍事

力の強化は安全保障を脅かすものになる。あ

る国が自由貿易の政策を実施していたとする

と，他の国はその市場で商品を売ることに

よって利益を得ることができる。通貨を共通

して持つことによって為替変動のリスクを回

避して貿易が促進され，投資が円滑に行われ

たとすればそれによって他国の通貨を利用し

た国は利益を受けることになる。ある国が開

発途上国に援助を行ったとして，その国が安

定し，貿易を拡大したとすれば，援助した国

以外にも大きな利益を及ぼすことになる。こ

のように，国際社会では自国のために行った

政策が結合供給として他国にも利益を及ぼす

こと（害を及ぼす場合もあるが）は一般的に

存在する。一国は自国のために政策を行うこ

とで国際的な公共財の供給を同時に行うこと

になる場合が生じる。

  さらに，この様に公共財は単に財貨・サー

ビスの供給という目に見える分野に限らない。

ブキャンナ(Ｂｕｃｈ ａ ｎ ａ ｎ〔19 7 5〕)は公共財

としての「制度」という重要な概念を指摘す

る。すなわち，民主主義や経済の制度はそれ

自身が公共財であることを指摘する。ある秩

序が存在してそれによって様々な便益を受け

るときに，その秩序は公共財としての性質を

持つことになる。彼は「政治－法秩序は一つ

の公共財であり，無秩序は一つの負の公共財

であり，」という。即ち，我々が自由社会の

中で社会生活を円滑に営んで行くことができ

るのは様々な秩序を作っている制度の賜なの

である。

  そして，ブキャナンは国民の意思決定を立

憲的判断と政策的判断にわける。前者は基本

的な制度を条件付き全員一致のルールで決定

するものであり，後者はその制度の下での政

策を多数決で決めるものであるとする。この

アナロジーで考えるなら，多数の国家を構成

員とする世界システムが安定的に運営されて

行くためには立憲的判断としての安全保障機

構 Ｇ Ａ Ｔ Ｔ， Ｉ Ｍ Ｆなどの経済制度の存在が

重要になり，これは世界的な安定と繁栄をも

たらす国際公共財として機能する。ブキャナ

ンの場合はこれらの制度はヴィクセル的全員

一致のルールでっくられるが，国際社会では

国の投票によって世界秩序を作ると言うわけ

には行かないので，結局は米国のように力を

背景とした覇権システムが秩序を形成するこ

とになる。これが覇権安定論の根拠にもなる。

一旦，国際的な秩序が形成されるなら各国は

それに従って自らの国の利益が最大になるよ

うに行動し，結果として各国とも利益を受け

ることになる。たとえその超大国が自らの利

益のために秩序形成を行ったのであっても，

力によって形成される秩序は他の全ての国に

利益をもたらすという公共財の性質を持って

いるのである。秩序を維持するためには様々

な費用が発生することになるが，米国は後で

述べるように各国に対してフリーライダーに

なることを推奨し，秩序形成を自らの負担で

行ったのである。しかし，これは後述するよ

うに米国も最も大きな受益者であったことが

可能にしたのである。

  わが国の場合，敗戦というまったく選択の

余地のない状況から出発したのであるが，

パックス＝アメリカーナの下で大きな経済的

発展を手に入れることができたのである。
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３　覇権システムとゲーム的世界

  他面からみるとパックス＝アメリカーナは

戦前の勢力均衡に対する失望から生まれた。

テーラーの世界においては自然法の支配する

世界における競争関係を安定を生むわけであ

るが，実際は，戦前の列強の対立が世界史上

最大の悲劇を生んだのである。戦後の米国に

よる覇権システムは秩序という公共財を供給

し，これによって世界システムを協調的な関

係で運営させるものとなったのである。各国

が相手国の出方を計算してそれに対して最適

な戦略をとるという競争的なゲーム関係から

ある制度を提示することで協調的なゲーム関

係に移行することであった。

  国際的関係はよく囚人のジレンマ・ゲーム

によって理解される。表のように両者が協力

すれば最も両者とも利得が高いが，一方が協

力しても他方が協力しない場合には大きな被

害を受け，両者が協力しない場合にはともに

少ない被害になるような利害の組合せにある

ときのゲーム関係である。この場合，両者に

情報交換がない場合には，非協力解が選択さ

れることになる。協力解の選択が行われるた

めには情報交換，共通の利益に対する期待な

どが存在している必要がある。さきに述べた

18・1 9世紀のヨーロッパの勢力均衡も高坂

〔1978〕の指摘するようにコミュニケーショ

ンの存在が重要であった。戦前の列強のブ

ロック化は勢力均衡の協力解の条件を満たさ

ないものであった。ここで，覇権システムの

登場による新しい協力解を得ることになる。

すなわち，米国の覇権は各国をしてゲームの

協力解を選択させるように強制したのである。

  パックス＝アメリカーナにおける覇権シス

テムは「世界の警察」としての軍事力を背景

とした政治力と卓抜した経済力によるドルの

力によって支えられてきた。後で説明するよ

うな戦後の経済軍事における技術的な変化

が覇権システムを形成し，これが協力解に導

くことでシステムを安定させ，多くの国に利

益をもたらした。軍事力においては同盟に

よって安価に安全保障を確保した。戦前の様

なブロック化，アウタルキー体制の追求，為

替切り下げ競争も非協力均衡であり，結局は

全ての諸国の不利益に導いたのにたいして，

ＧＡＴＴ， ＩＭＦなどの経済制度は経済を安定

させ，経済発展という大きな利益を享受した

のである。

  しかし，協力解は一方が協力を潰せば，潰

した方は利益になり，反対の方が不利益にな

るという脆弱性がある。非協力均衡がミニ・

マックス戦略であるために協力解という世界

秩序は不安定であるのは自然である。第一次

世界大戦後の協力均衡であるベルサイユ体制

も軍事的，経済的理由で簡単に崩壊させられ

た。今日の自由貿易体制も保護貿易を持ち出

した方が有利になる。しかし，報復があれば

両者が不利益になることはいうまでもない。

そこで協力解を維持するために社会的な枠組

みが必要になり，協調を行える条件を整える

ことが必要になる。米国というリーダーの存

在が極めて重要であり，利害の反したときに

調停を行い，場合によっては犠牲を行う必要

があり，また，最終的な強制能力を保持した

ことが覇権システムの安定の要因であった。

これが戦後の国際政治経済体制を平和的に繁

栄を行わせた基礎にあったのである。しかし，

米国の力が相対的に低下することで，これが

極めて頼りないものになり，崩壊しているこ

とになったのである。（覇権システムのゲー

ム的構造については山本〔1988〕参照）
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Ⅱ．パックス＝アメリカーナの成立

１　軍事力における規模の利益の役割

  ここで，パックス＝アメリカーナという覇

権システムを形成したメカニズムについて考

えてみる。戦後の米国の覇権を成立させたも

のの基礎は言うまでもなく軍事力であり，そ

の根底には核があったことは疑いもない。核

兵器は第二次世界大戦末期に広島と長崎に於

いて壮大な実験を行うことによってその破壊

力の大きさを見せつけ，人類の窮極兵器の出

現を全世界にデモンストレイトしたわけであ

る。それは戦後における米国の軍事力の位置

を絶対的な優位のものとした。同時に，それ

を相次いで開発したソ連との間で「核」を中

心とする軍事力拡大競争を引き起こした。こ

れは激しい米ソのイデオロギー対立，欧州政

策の対立を生み、世界はこの二つの陣営に分

裂して行く。そして，これがパックス＝ルッ

ソ・アメリカーナという世界システムを形成

したのである。

  核 兵 器を中心とした軍事力の 性質をリ

チャードソン（Ｒｉｃｈａｒｄｓｏｎ〔1939〕）モデル

に始まる軍事バランスモデルを発展させ，核

の持つ性質を組み込んだ吉田〔1976〕〔1981〕

のモデルに従って考えることとする。このモ

デルでは各国が他国の軍事力水準に対応して

コスト・ベネフィット差を最大にするような

戦略をとったときの反応関数を求め，クール

ノー的な均衡を求めることになる。二つの対

応する国家があるとき両者の反応関数の積の

絶対値が１より大きいと均衡点は不安定とな

り，軍事力競争は際限のないものになる。反

対に１より小さければある均衡点に収束して

行くことになる。ここで，核は従来の通常兵

器と著しく異なった性質を有していることが

軍事力均衡に特徴を与える。その第１は破壊

力が著しく，しかも，規模を拡大することで

その軍事的効果を加速度的に増強させること

が可能な点である。従来の通常兵器は増強に

よる追加的な軍事力の効果は逓減せざるをえ

ないのに対し，核兵器の限界効果は初期の段

階では逓増することになる。第二に，核の場

合，当初にその開発費が膨大であり，巨大な

設備を必要とする点にある。特に，天然ウラ

ニウム中0.3％しか含まれていないウラニウ

ム235をガス拡散法で分離するためには巨大

な設備と発電所等の周辺設備を必要とした。

しかし，一旦，開発され，固定設備が完成す

れば，追加して生産される核兵器の平均費用

は逓減してゆくことになる。通常兵器の場合

にも開発費用，設備費用等は必要であるが，

核兵器とは比較にならず，般的には，規模

の拡大に応じて追加的な単価当り費用は上昇

する。この様に，核兵器は経済学で言ういわ

ゆる「規模の利益」の性質を強く持ち，規模

が大きければ大きいほど加速度的に費用対効

果が改善されるのである。兵器体系がこのよ

うな性質を持つ場合，軍事的な対立が生ずれ

ば，軍事力の規模を大きくすればするほどよ

り効果的に軍事力を使うことが可能になる。

吉田のモデルでいえば，核兵器の存在は反応

関数の傾きを大きくし，軍事力均衡は発散型

のものになり，際限のない拡大競争を生むこ

とになる。核兵器は技術的にそのような性質

を持つものであった。50年代の狂気の核競争

は，イデオロギー対立の激化というより，軍

事上の技術革新により引き起こされたものと

考えることができる。

  これを現実にとられた戦略の中でみれば，

核兵器を本格的に世界戦略の中で使うことを

考えたのはダレスであり，これは大量報復戦

略で知られる。大量報復戦略は核兵器を中心

とする大量報復攻撃によって戦争を抑止する
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ことを目的としていた。ダレス（Ｄｕｌ ｌｅｓ〔19

54〕）は「局地防衛はつねに重要であろう。

しかし，それだけでは共産主義世界の強大な

地上兵力を封じ込めるだけの局地防衛力はな

い。局地防衛は，大量報復というさらに強大

な抑止力によって補強されなければならな

い」とし，この戦略の導入によって，「より

安い経費で，基本的安全保障をより多く獲得

し，分け合うことができる」と大量報復戦略

の有効性を論じている。核兵器は，米国に共

産主義の拡大を封じ込めれると確信させ，し

かも，安価な費用でそれを可能にすると考え

させた。問題は，ソ連側も同じことを考えた

点であった。その結果は気違いじみた軍拡競

争を生んだのであり，今や地球を数回も破壊

可能という核兵器を米ソは蓄積するまでに

至った。かつての米ソの激しいイデオロギー

の対立は冷戦の原因というよりむしろ結果で

あり，核を軸とした戦略体系により自国の安

全保障を確保するための巨大な費用を集める

ためのキャンペーンであったことにも注目す

る必要がある。即ち，米国での反共，ソ連で

の反帝キャンペーンは軍備拡張の時代に激し

かったわけであり，経済力の相当の部分をこ

の核戦争に投入させる働きを為したのである。

　吉田〔1976〕の指摘する核の登場が国際政

治に与えたもう一つの重要な効果は世界的な

規模での二大陣営への軍事同盟の集約化で

あった。戦後，米ソを軸に世界中に網羅的な

同盟が巡らされたことである。西側はＮＡＴＯ，

ＣＥＮＴＯ，ＳＥＡＴＯ，ＯＡＳ，ＡＮＺＡＳなどの

国際的な安全保障機構，米韓，米台，米比，

日米等の同盟などで米国を中心に結び付いた。

一方，東側をソ連を中心としてＷＴＯ，ソ中，

ソ朝等の同盟形成が行われた。これらの同盟

群は一般的に指摘されているようにイデオロ

ギー的対立の中での国際共産主義運動とそれ

に対する封じ込め政策と見ることもできるが，

この大規模な同盟を結ぶためには，もっと実

利的な強いインセンティブが存在した。それ

は核兵器の特質による面を考えなければなら

ない。先に述べたように核兵器は巨大な破壊

力を持つとともに，開発費用，設備費用には

巨大な費用がかかるが，経済的に小国，また

政治的に経済的余力を核開発に集中できない

国にとっては，核兵器は全く手の出ないもの

である。小国は核保有国に対抗することはで

きず，安全保障政策を維持することは不可能

なものとなってしまう。ここで核保有国と同

盟を結ぶことによりその核戦略を活用できる

のであれば，著しい防衛上の効果を持つこと

が可能となる。すなわち，「核の傘」による

安全保障である。この同盟関係は非核保有国

が核保有国に一方的に依存するという戦前に

は見られない片務的な同盟の形成となったの

である。そして，自国の安全保障を核保有国

の軍事力に代替させることで，先に述べた核

の「規模の利益」を活用することが可能にな

るわけである。.そして，非核保有の小国はフ

リーライダーとして安価に安全保障を確保す

ることが可能になるわけである。吉田〔1976〕

では同盟関係にある場合のコスト・ベネ

フィットの追求の結果生じる反応関数の傾き

の両国の積が１を越えると軍事力は一国に片

寄せさせ，１以下では適切な防衛分担が行わ

れることになる。核兵器の存在が広範囲な同

盟関係を結ぶことを有利にしたのである。

　大量報復戦略はこのような利益の追求とし

て広範囲な同盟政策をとらせることとなった。

ダレス（Ｄｕｌｌｅｓ〔1954〕）は「われわれは同

盟国との集団安全保障を必要としている。わ

れわれの目的はこれらの関係をより有効に，

またより安くすることにある。これは，より

多くを抑止力に期待し，局地防衛力に対する

依存度を下げることに依って実現できる。こ

れは，地方の地域社会に関する限り，すでに

実行されていることである。われわれはドア

の鍵を締めるが，各家庭に武装ガードマンを

置くわけではない。われわれは，他人の家に

押し入って盗みを働く者はだれでも罰せられ

るようにうまくできているために，侵入しよ

うとする者を一般的に抑止できるという地域
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社会の保安組織に依存してきている。これは，

負担可能な経費で最大の保護を受ける近代的

な方法である」と，核時代の安全保障のあり

方を示した。これは正に核によって新しい国

際秩序が作り出されることを意味し，核の保

有者は世界的権力者となる資格が与えられる

わけである。事実，国連の常任理事国は核保

有国に限られている。

  この核兵器の戦略的な効果はミサイルの発

達によってさらに高められる。ミサイルの登

場はそれまでの戦略的に重要であった距離の

概念を一変させてしまった。ボールディング

（Ｂｏｕｌｄｉｎｇ〔1968〕）が指摘するように，国

家間の勢力圏は，その軍事力の均衡する地点

で決まっており，それは中心部からの距離に

従って，軍事力の効果が逓減することから生

じていたが，核ミサイルは距離を超越して国

際的な勢力圏をつくることになった。 ＩＣＢＭ

等は地球上の任意の地点に核を運搬すること

を可能にした。共産主義の“侵略”に対して，

大量報復という懲罰だけ考えていた米国民に

とっては，スプートニクの成功によって懲罰

を与える側から反対にせん滅させられる可能

性に晒されることとなった。そして，米ソ両

国の ＩＣＢＭの開発は両国をお互いに人質とす

る抑止戦略としたのである。以前の通常兵器

は地域の権力を生むにすぎなかったが，核ミ

サイルは距離による軍事力効果逓減がないた

め，米ソ両国にグローバルな権力を与えたの

である。

  いわゆる共産圏と自由圏という大きな勢力

圏で，米ソがそれぞれ圏内の国々への介入に

対して瞬時に相手に報復を加え，また，地域

への軍事プレゼンスを相殺する行動を敵国が

とった場合に，核戦争という窮極点までにエ

スカレートするオプションを有することは，

広大な地域での軍事活動を可能にした。いわ

ゆるマクナマラの柔軟対応戦略である。米国

の場合は七つの海を支配し，ソ連の場合は巨

大な大陸と周辺の国々に軍事的介入を加える

ことが可能となった。ソ連がより遅れて広範

囲な世界戦略の展開を行うようになったのは，

米国より遅れて戦略核兵器体系を完成させた

からである。（吉田〔1979〕参照）。

  核の登場は恐怖の核戦争や世界分割を招い

ただけではなく，柔軟対応戦略により地域的

な紛争が米ソ両国による破局的対立に到るこ

とを防ぐことともなった。即ち，核使用を頂

点とする戦略体系のオプションは対立を地域

化，局部化させ，核による平和というパラン

ドックスを生み出したわけである。

２　自由貿易体制の確立

  米国を中心とする自由主義国家群は，米国

の国際的権力による体制，即ちパックス＝ア

メリカーナによる国際政治体制を形成したわ

けである。政治的な統一は経済面においても

一種の公共財として活用されることとなる。

即ち，この経済体制軸として，ＧＡＴＴ＝ＩＭＦ

体制が確立され，キンドルバーガー（Ｋｉｎｄ１-

ｂｅｒｇｅｒ〔1970〕）のいうように米国の覇権に

より，国際経済体制は安定的に運営されるこ

ととなったわけである。一方，ソ連を中心と

する共産主義国家群はコメコンにより，ソ連

に経済権力を集中させ，分業を徹底し，ソ連

に富を集中させる経済圏を形成したわけであ

る。

  自由貿易体制は，戦前，保護貿易の戦争を

繰り返し，恐慌を世界に広め，アウタルキー

体制に導いたことが大戦争を生んだという反

省と米国の強力なリーダーシップによって生

まれた。19 74年に締結されたＧＡＴＴは関税

率を引き下げ，貿易の障壁をなくし，自由貿

易によって世界経済の発展を図ろうというも

のであった。自由貿易のメカニズムとメリッ

トについては経済学の主要なテーマであり，

有名なリカードの比較生産費論に始まり，自

由貿易の持つ優位性は理論的に明確に示され

ている。ヘクシャー＝オリーンの定理により

自由貿易体制の下では，各国の保有する資源

は最も効率的に使われることになり，世界的

パレートオプティマムが達成されることにな
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る。また，この定理によれば，自由貿易体制

の下では，一国が経済成長を行えば，他国に

も交易条件を良化させることでその経済的成

果は波及してゆくことになる。

  自由貿易体制は世界的な経済利益の最大化

をもたらすわけであるが，各国個々の国に

とっては自由貿易が最適とは限らない。ジョ

ンソン（ Ｊｏｈｎｓｏｎ〔1958〕）なども示してい

るように輸入を制限し，関税を引き上げるこ

とによって交易条件を高め，自国の経済状態

を改善することが可能である。但し，この場

合は相手国の経済状態は必ず劣化するわけで

あり，この政策が有効なのは相手国が対抗措

置を講じないことが重要である。対抗措置を

とれば両国とも自由貿易に比較して不利益な

立場になってしまう。すなわち，貿易体制は

囚人のジレンマゲームの形となるのである。

従って，自由貿易を維持することは全体の利

益となるが，個々の国の利益追求はこれを破

壊する。また，自由貿易は国際的な比較優位

関係が国内の産業調整を引き起こすことにな

る。これにともなって発生する調整コストを

甘受しなければならないことを含んでいる。

従って，政治的には常に保護貿易への誘惑を

持つことになる。さらに，後で述べる規模の

利益の産業への特化に関連して，戦略的な産

業政策を採用する場合には制限的な貿易を求

めざるをえないことになる。戦後の国際社会

には戦前の反省と共に，パックス＝アメリ

カーナの覇権体制が存在し，これがジレンマ

ゲームの協調解をとらせ，ＧＡＴＴ体制が生

まれたわけである。そして，自由貿易体制は

自由主義経済圏全体に利益をもたらしたので

ある。

  しかし，このような自由貿易体制の形成は，

必ずしも意図したわけではないであろうが，

米国の利益に根ざしていたことはいうまでも

ない。戦後の世界経済の特徴をなす，米国の

強力な経済力は単に米国が戦禍にあわなかっ

たということだけではない。戦争を通じて画

期的な技術革新が起こり，従来よりアメリカ

的生産方式と言われた大量生産の技術が飛躍

的な成長を遂げたのである。これは生産に

「規模の利益」を導入するものである。戦時

中，戦争のためにあらゆる科学が動員された

が，これが産業に転換され，大量生産に科学

が動員されたのである。この規模の利益を中

心とした技術体系は生産における戦後の支配

的なパラダイムとなった。根岸〔1971〕，パ

ラガリヤ（Ｐｒａｇａｒ ｉｙａ〔1981〕）などが示す

ように，収穫逓増産業と収穫逓減産業がある

場合，大国は収穫逓増産業に特化されて行く。

これは規模の利益のある産業では大きなセッ

トアップ・コストを持つために小国では生産

は非効率になり，収穫逓減の産業に特化して

行くことになる。この結果，効率的な産業を

米国に特化させ，高い成長を享受することに

なり，その他の国は収穫逓減，労働集約的な

産業に特化させることになる。この様に米国

は単に軍事力だけでなく，経済力においても

自国に集中させたのである。これは米国の卓

越した経済力を強化して行くことになる。

  一方，パックス＝アメリカーナは単一の国

際通貨を形成し，これが西側の発展を生む。

米国は１トロイオンス＝35ドルで公的に金と

の交換を保証することでドルを金と同一の国

際通貨として機能させた。これは成長する国

際経済に対し必要な流動性を供給することに

なり，米国は世界の中央銀行として機能した。

ドルを機軸とする通貨体制は世界共通通貨を

生み，戦前の為替切下げ競争による経済不安

定を防ぐことになった。通貨の不安定は戦前

の経済混乱の原因の一つであった。為替レー

トの変動は結局相対的な経済政策の相違に

よって生じるわけであり，各国の自国の経済

目標を追求することが国際経済の不安定を生

み出す。これに対して ＩＭＦ体制においては.

赤字国が自国の通貨価値安定と経常収支均衡

を基準に経済政策を行うことを義務づけ，一

方で米国がドルの価値を金に対して維持する

ことを義務としていた。このために結局，各

国はマクロ経済政策をドルに対して安定する
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ことを目標に運営された。この結果，米国の

安定的な経済政策は世界的なマクロ経済の安

定を導くことになったのである。

  米国はここでもこのシステムにより巨大な

利益を得た。世界各国は世界通貨である“ド

ル”を競って保有しようとしたため，米国は

交易条件を有利にして，貿易の利益の大きな

配分を受けることとなった。海外への投資は

効率が良く，多国籍企業の活動範囲が拡大し

たため，米国の富の増加はさらに加速された

のである。この様に自由貿易体制によって交

易条件の高い規模の利益の活用できる産業に

特化し，高い経済成長を維持し，国際通貨の

発行国として交易条件を高くしながら貿易を

行うことができた。これらは米国経済をさら

に発展させることになり，経済余力を拡大さ

せた。米国の覇権によって生まれた国際的な

政治経済体制は米国の経済力を強化し，この

経済力は軍事力増強にも活用され軍事力の集

中を加速化させた。さらに，次に述べるこの

経済的余力を活用した援助の体制は米国を中

心とする西側に多くの開発途上国を結び付け

ることになり，西側の政治経済体制を強化す

ることになった。

３　援助の機能

  戦後の米国の経済力の優位は世界の経済復

興のために活用される。その援助も安全保障，

覇権システム形成と強いつながりを持ってい

た。大戦で直接的な被害を受けずに経済力の

残った米国は，日本を含む占領地域にガリオ

ア（占領地域救済資金）エロア（占領地域復

興資金）援助を行った。そして，ヨーロッパ

の復興のためにマーシャルプランを実施，西

側という勢力圏を形成する。これは開発途上

国に拡大し，1949年の「ポイント・フォア提

案」から始まり50年の「コロンボ計画」と援

助を拡大して行く。当初は人道的な立場で始

められたのであるが，東西の対立が激しくな

るとともに，政治的・軍事的な色彩が強く

なって行く。特に，朝鮮戦争後は東西の援助

競争が勢力圏拡張の手段となった。二国間の

経済援助に加えて軍事援助も多く，経済圏と

政治圏を結びつける意図があった。この体制

の軸となった米国には，ダレス（Ｄｕｌ ｌｅｓ〔19

5 4 〕）の言う「二つの大戦とその結果は，

まったく新しい事態を生み出した。米国は，

過去には数カ国が分担していた指導者として

の責任の大部分を受け継いだ。今日，第３次

世界大戦に対する防波堤を提供すること，独

裁制と対照させることによってその支配をゆ

るがすことのできる自由の成果を示すこと，

および低開発地域の健全な発展に必要な努力

の主力を提供するという三重の任務が，ひと

えに，われわれの肩にかかっている」のよう

に援助の主たる目的を西側のグループの形成

と強化と一体のものにおいていた。すなわち，

援助もパックス＝アメリカーナという国際政

治経済体制を形成する要因になったのである。

これは言うまでもなく，開発途上国の経済成

長を支え，国際経済の発展に寄与すると共に，

覇権システムを強化することになった。援助

は援助国のみの利益ならず，世界経済全体に

利益を与えて行く。

  さらに，パックス＝アメリカーナの経済的

側面である自由貿易体制そのものが経済援助

の必要性を作り出すと言う自己拡大型のメカ

ニズムを持っていた。自由貿易体制は，先に

述べたように各国に産業の特化を引き起こす。

規模の利益の産業に特化した国は資本の効率

が上がり，高い成長を享受するが，収穫低減

の産業に特化した国は相対的に低い成長に甘

んじなければならなかった。このようにして

経済成長率に差が出ることになる。さらに，

戦後の多くの独立国は，一次産品の比較優位

性の故にこれに特化して経済成長率は低いま

まとなり，また，自由貿易体制での一次産品

の競争は一次産品価格を安くし，自国の発展

のために高い工業製品を買わざるをえず，交

易条件の悪化を生じさせる。この交易条件の

悪化は南北間の経済格差を拡大させる結果と

なった。このように自由貿易体制は援助を必
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要とする状況を生みだしたのである。これは

援助が開発途上国を米国に向かせることに

よって覇権システムを強化することになった。

４　パックス＝アメリカーナの確立と国際

    公共財の機能

  この様に，戦後の国際政治経済体制，すな

わち，パックス＝アメリカーナは軍事経済両

面における技術的な性質である「規模の利

益」を利用する形で国際的なシステムを形成

するものであった。議論を集約すれば，①核

兵器の防衛効果の規模の利益は米ソの対立を

作り，また，防衛の集中を行わせることにな

る。これは自由主義国家群を一つに統一して，

世界システムを形成させる。②ドルを中心と

する国際通貨体制は，世界に共通通貨を形成

すると共に米国に交易条件を良化させ，米国

に富を集中させた。③自由貿易体制は米国に

規模の利益の産業に特化させることにより，

米国の資本の効率を高め，成長率を大きなも

のとした。これらの経済的な優位は軍事拡大

への余裕を作り，さらにこの体制を強化させ

ることになる。また，④この経済的余力は援

助を通じて，より経済力の低い国に移転され，

これは米国への求心力を強めてこの体制を強

化させることとなった。

  この様に，軍事－通貨－貿易－援助のリン

クは「規模の利益」の存在を媒介に，相互に

依存して新たな国際政治経済体制，すなわち，

パックス＝アメリカーナを形成することに

なったのである。もちろん，これによって西

側の各国は①核の傘にはいることで安価に安

全保障を手にいれ，②ドルを使うことで為替

リスクを回避して貿易，投資を円滑に行い，

為替レート安定と経常収支均衡を図ることで

国内の経済安定を図ることができた。③自由

貿易体制によって貿易の利益を享受し，④米

国の援助によって広範囲な開発途上国を西側

に取り込み，安価な一次産品の確保を行うと

ともに，開発途上国の経済的発展によって利

益を受けることができたのである。このよう

なパックス＝アメリカーナによる利益をもっ

とも大きく受けた国の一つが日本であったこ

とは言うまでもない。

  パックス＝アメリカーナは一つの世界権力

機構であったが，この点，米国の連邦制とよ

く似た構造をなしている。ブキャナン（Ｂｕ-

ｃｈａｎａｎ〔1975〕）の公共財の考え方も米国の

連邦制度と密接に関連している。ジェファー

ソン主義的民主主義の伝統の中で，連邦の存

在そのものをもっとも重要な公共財としてい

る。すなわち，米国民主主義の伝統は連邦の

下の民主主義であって，これの存在を否定す

ることは許されないのである。ド・トックビ

ルが主張したことは米国には政治的自由がな

いことであった。それは人民に連邦を否定す

る権利がないことであった。Ｈ．アーレント

は米国の民主主義の特徴は「権力の創造」で

あって，西欧民主主義の「旧権力からの解

放」でなかったことを示しているが，まさに

パックス＝アメリカーナも創造された権力で

あった。パックス＝アメリカーナが世界連邦

を創立し，それを公共財として機能させよう

とすることは米国の発想そのものであった。

すなわち，戦後のパックス＝アメリカーナは

世界に広がった米国そのものであった。米国

が戦後絶大なる軍事力と経済力を手にいれ，

世界を左右する地位に立ったとき，このよう

な形の連邦というパラダイムらを世界に広め

ようとしても全く不思議はない。連邦という

枠組みとその中での自由な経済活動という合

衆国をモデルとする世界秩序を作り上げよう

としたのである。これはまた，民主主義の全

体主義に対する勝利というイデオロギー的な

背景を持ったことがこれを強力なものにした

のである。

  この様にして，キンドルバーガー（Ｋｉｎｄｌｅ-

ｂｅｒｇｅｒ〔1970〕）の指摘するような米国の覇権

システムとして戦後の世界システムは形成さ

れたのである。これは世界的な政治経済体制

という国際公共財の提供が行われることが世

界（自由主義経済圏にとってであるが）の平
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和的繁栄の基礎であった。それ自身の良し悪

しは別にしてこれが公共財として機能し，高

いパーフォーマンスを生んだ事は否定できな

い。このメカニズムが先に述べた戦争の産物

であり，また，これは時代の変遷の中で崩壊

していったのである。平和を維持し，経済発

展を図るためには，国際公共財の供給が，た

とえ米国の力がなくなっても必要不可欠なこ

とであり，今日その維持と国際的な分担が大

きな問題になっているのである。

Ⅲ．覇権システムから協調システムヘ

１　覇権システムの変質と崩壊

  米ソの対立，二大陣営への分割という形で

特徴付けられた戦後の国際政治は1960年代後

半から序々に変化しはじめる。第一に，米ソ

間の厳しい対立は平和共存，デタントへ移る。

米国は1960年代後半を境にして，戦略核兵器

の蓄積の増加を停止又は増加速度を低下させ

る。一方，ソ連は米国の場合より遅れたが，

1970年代央から ＩＣＢＭなどを減少させる。こ

ういった戦略核兵器の拡大競争の鈍化ととも

に，全く無法状態にあった国際的な核管理等

が実現して行く。1963年部分的核実験停止条

約調印，1968年核拡散防止条約調印，1969年

ＳＡＬＴ（戦略兵器制限交渉）予備交渉開始，

1969年核国連で地下核爆発を含む核実験停止

決議，1972年生物兵器禁止条約，1972年ＳＡ

ＬＴＩ批准，1973年米ソ核戦争防止協定調印，

1974年ＡＢＭ制限条約議定書調印・地下核実

験制限条約署名等などの軍備拡大を制限する

条約が次々と結ばれた。これらはオスグッド

(Ｏｓｇｏｏｄ〔1962〕)のＧＩＲＩＴ(Ｇｒａｄｕａｔｅｄ Ｒｅｃｉｐ-

ｒｏｃａｔｉｏｎ ｉｎ Ｔｅｎｓｉｏｎ－Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ）の提案の

ような劇的なものではなかったが，米ソの軍

備拡大の相互抑制は進み，60年代前半までと

は大きな方向転換が見い出された。

  しかし，ブレジネフによるソ連の対外活動

の活発化は新たな米ソ対立を呼び起こし，特

に，アフガニスタン問題では再び冷戦を思い

起こすものであった。さらに，レーガンの対

ソ強行政策は軍事力競争の再発を思わせるも

のであった。しかしながら，50年代の冷戦と

比較すれば既に行われてきた軍備管理の成果

もあり，核戦争の危険は特に感じられたわけ

ではなく，軍事力拡大もそれほど大きなもの

ではなかった。むしろ，ゴルバチョフの登場

とともに新しいデタントヘむかうようになり，

Ｉ Ｎ Ｆ条約の締結， Ｓ Ｔ Ａ Ｒ Ｔの交渉開始，

ヨーロッパにおける通常兵器の削減など軍縮

に向かって動き始め，マルタ島での米ソ首脳

会議は冷戦の終結を宣言している。

  国際関係における第二の大きな変化は，米

ソ両陣営それぞれの内部の亀裂の深まり，い

わゆる多極化の現象が起こったことである。

東側では，1960年頃から表面化しはじめた中

ソ対立がある。これは国境紛争や国際共産主

義運動における路線対立もあるが，決定的な

ものは原爆製造技術の中国への供与をソ連が

拒否したことにあろう。ソ連としては自国の

安全保障にも影響を及ぼす中国の核開発に手

を貸すはずはない。そして，中国は1964年に

第１回目の原爆実験を独力で行い，核の多極

化を加速した。当時としては多大な費用を支

払ったことは言うまでもない。東欧における

結束の乱れは60年代後半から目立ち，自由化

の波として大きな動きとなる。1968年のチェ

コの自由化はソ連等の軍事的抑圧に押し潰さ

れ，最近の動きは，東欧が非共産党国家にな

るなど大きな変化が生まれている。

  一方，西側では，1960年に原爆実験を成功

させたフランスが，1966年にＮＡＴＯを脱退

し独自の安全保障政策を推進することとなっ

た。また，米国とＮＡＴＯ諸国の関係も変質
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してくる。以前は米国に強く一方的に依存し

ていたものが各国の防衛力が整備される中，

序々に防衛分担の方向が明確になる。また，

ベトナム敗戦後は，米国の国際政治における

絶対的優位は崩れ，西側各国はより対等な関

係に移行する。これらのことは米国のリー

ダーシップのみでは国際政治を運営できない

ことを意味し，1975年より始まったサミット

はまさにその象徴であった。さらに，ベトナ

ム敗戦は米国に海外の軍事コミットメントの

縮小をもたらし，ＣＥＮＴＯ，ＳＥＡＴＯ等の安

全保障機構は崩壊する。このように東西両陣

営で分裂，結束の弱体化が起こり，米ソの軍

事的優位の状況は変化しないもののその限界

的な部分での相対的な地位の低下は多極化を

推進させたわけである。

  ソ連のＳＳ 2 0配備を契機に限定核戦争論が

議論されるなど米国とヨーロッパには様々な

ぎくしゃくした関係も見られ，近年ではヨー

ロッパの安全保障のあり方について米国と

ヨーロッパ各国は意見の対立を明確にしてき

ている。

  一般に，この米ソのデタントと多極化現象

は，一般にはイデオロギー対立の緩和，各国

の諸政策の多様化の結果と見られている。し

かし，これらの変化の裏には戦後の国際政治

を規定してきた「核」の性質が大きく変化し

たことに注目する必要がある。米ソの戦略核

ミサイル体系は相手を人質とすることで核戦

争を相互抑止力の機能を果たしたわけである。

しかし，先制攻撃は相手国の国家機能を破壊

するとともに，核ミサイルの反撃能力を沈黙

させることが可能となり，「早射ち」が有利

な状況を生みだした。国際紛争が核戦争に発

展する可能性を高め，ともかく先制攻撃を

行った国が存続し，後手は破滅することと

なった。このような状況に対して，抑止力の

機能を維持するためには核攻撃を受けてもな

お相手国を攻撃できる能力を有することが必

要となる。そこで米ソは， ＩＣＢＭのサイロの

堅牢化，発見率が低くて移動可能な原子力潜

水艦発射ミサイル等により第二攻撃能力の強

化に努めた。この結果，核は「非脆弱化」し，

より高い抑止力機能を備えることとなった。

この状況は核についてお互いに手詰りの状況

を生むことになり，核は使えない兵器として

の性質をさらに明確にしたわけである。この

システムの完成は「相互確証破壊」として議

論されたが，その頭文字をとって，ＭＡＤと

呼ばれる。正に狂気の均衡となったのである。

これは国際政治における核の重要性を低下さ

せることになり，先に述べたように核戦略を

柱とした軍備拡張競争，同盟群の強化はその

意味を低下させることになる。

  さらに重要なことは，吉田〔1976〕で示さ

れているデタント，多極化を生みだしたメカ

ニズムである。核の蓄積が進み地球を何回も

破壊するに足りる破壊力を持つに至った状況

の下では，核兵器の規模を追加的に拡大して

もそれが軍事力水準を引き上げる効果は以前

ほど大きなものではなくなる。すなわち，大

き過ぎる核になってきた。そして，より性能

の高い核を求め，精度の高い運搬手段を装備

することになるため，新たな核兵器を増強す

るに必要な追加的な費用は以前より大きく上

昇してくる。これらの性質は先に述べた核の

「規模の利益」の効果と反対の性質であり，

国際政治のメカニズムは「規模の利益」がも

たらしたものと逆方向に作用することになる。

さらに核開発は以前ほど困難なものでなくな

り，以前よりはるかに小さな開発費，設備費

の投入で開発が可能となる。これも核の「規

模の利益」の性質を喪失させることになり，

新たな核保有国を続出させることとなった。

多くの非核保有国は技術的に持つことが不可

能なのではなく，政策として非核保有国と

なっているわけである。（核保有は公式には

安全保障理事会常任理事国の５ケ国に限られ

ているが，公然の秘密として核保有国が拡大

している。）

  この結果，米ソ両国は核兵器拡大による限

界的な利益は縮小し，限界的な費用が拡大す
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るために核兵器の蓄積のペースを低下させ，

両国にとって自国の優位を維持するためには，

核実験停止，核拡散防止等の措置を講じて

フォロアーの道を断つ努力を行うほうが合理

的となる。そして，使えない核よりも木目細

かい政治的な効果を発揮する通常兵器にその

軍備の重点を移して行く。核兵器と通常兵器

の関係は，かつての代替的な関係にあったも

のからお互いに効果を高める補完的な関係に

移っていく。この様に核兵器体系が成熟し，

通常兵器の重要性が拡大する状況では，先に

述べた反応関数の傾きを小さくすることにな

り，両国の反応係数の積が１より小さいもの

になれば軍事力均衡は安定的なものに収束し

て行くことになる。米ソ両国にとって安全保

障政策上の利害が一致するものが多くなれば，

イデオロギー上の対立は不要のものとなり，

雪解け，デタントは多方面で進むことになる。

軍事力の技術的変化が軍備拡大競争を緩和し，

デタントに導いたのである。

  一方，同盟関係においても核兵器が使えな

い兵器として意味がなくなり，「規模の利

益」の効果がなくなると，一方的に軍事力を

片寄せすることは利益を生まなくなる。同盟

国も核の安全保障がかならずしも米ソに依存

することなく実現できるのであれば，独自の

安全保障政策を追求する余地は大きなものと

なり，同盟への求心力は序々に低下して行く

ことになる。吉田のモデルでは反応係数の積

が1より小さくなれば同盟関係は一方に片寄

せするのではなく，各々が防衛分担を行って

補完的に軍事力を保有することが利益が大き

くなる。より平等な同盟関係が生まれること

になる。さらに，ボーフル（Ｂｅａｕｆｒｅ〔1964〕）

のように核の多極化によりシステムの安定化

を図ると言うような議論も生まれ，多極化の

方向は種々の局面で顕著になって行くことに

なる。この様な変化はバッカン（Ｂ ｕ ｃ ｈ ａ ｎ

〔1972〕）の言うように二極時代を終らせ，米国

はイコール・パートナーシップを求める方向

を取り，同盟の内容も一方的な依存関係から

防衛分担等，補完的な相互依存関係に移行す

ることになったのである。他方，ソ連の場合

には，結束力が下がり，西側との交流を求め

る東欧各国の動きに対しては，軍事的介入を

強化することで対処しようとしたため，ソ連

の軍事費を増加させざるを得なかった。いず

れにせよ，本質的に戦後の国際政治の特徴で

あった世界二分割への求心的ベクトルは多極

化の方向に転換していったのである。

  さらに，重要な役割を果たすのが経済との

関係である。吉田〔1978〕で示されている経

済と軍事力の相互依存の関係である。軍事力

が集中された国に経済力の余裕がある場合に

は好循環であったが，一旦，経済力に余裕が

なくなれば，軍事力の負担は経済成長を引き

下げ，更に経済力に余裕をなくすと言う悪循

環になる。結果として軍事力をも抑制せざる

を得なくなる。米国が大量生産を軸にした経

済発展を遂げたことが強大な軍事力を支える

基礎であったわけであるが，経済構造の変化

によって成長力が低下した上に，ベトナム戦

争の費用負担は米国経済を大きく狂わせ，以

降，米国の経済の相対的な地位は低下して行

くことになる。ベトナム戦争後のカーターに

よる世界戦略からの撤退はソ連の拡張を生み

だし，これに対抗しようとしたレーガンの政

策は軍事費の拡大から大幅な財政赤字の原因

となり，これは経常収支赤字の累積になって

米国経済に深刻な影響を与えた。それはソ連

の場合も同様であり，軍事力に偏った経済運

営を行ったために経済力の低下をきたし，悪

循環に陥ったわけである。80年代の新しい緊

張が大きな拡大にならず，むしろ新しいデタ

ントに向かったのは，この様な経済との相互

関係の側面を無視することはできない。

２　ニクソンショックと変動相場制への移

    行

  70年代にはいるとパックス＝アメリカーナ

の経済的側面においても大きな変動が発生す

る。1971年８月ニクソン・ショックが起こる。
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70年代にはいると米国経済は国内的にもスタ

グフレーションになり，経常収支の赤字拡大

が生じ，米国経済の国際競争力の低下が顕著

となってきて表れた。また，ベトナム戦争に

よる過大な海外への支出，多国籍企業の海外

投資などによってドルの信認を大きく揺るが

すことになった。60年代前半までは国際流動

性不足ということで，各国政府はいかにドル

集めて外貨準備を高めるかに腐心したわけで

あるが，70年ごろには反対に流動性過剰を引

き起こしていた。このことはドルの地位を極

めて危ういものにし，また，世界的なインフ

レーションの引金ともなった。そしてドル不

安は遂にニクソン・ショックとなり，ドルと

金のリンクは放棄され，戦後の通貨体制で

あったブレトン・ウッヅ体制は崩壊する。こ

のために外国為替市場は極めて混乱したが，

同年の12月，世界の蔵相がアメリカのスミソ

ニアン博物館に集まって新しい為替レートが

決められた。しかし，新しいスミソニアン体

制も長続きせず，1973年に変動相場制に移行

した。これ移行は完全に変動相場制で国際経

済は運営されることになり，国定相場制への

復帰はなくなった。この段階でパックス＝ア

メリカーナの経済的側面が大きく変わったの

である。

  80年代に入ると，レーガンは米国経済の国

際的な地位の回復のために減税政策によって

米国経済の復活を図る。そして，ボルカーの

新金融調整方式によってドルは回復し，非常

に安定的な動きを見せることとなる。これは

危機に強いドルとして機軸通貨の役割を果し

たのである。しかし，これの反面として経常

収支赤字が急速に拡大し，毎年1000億ドルを

越える赤字が継続することになる。このため

にまたたく内に累積赤字国に転落した。ドル

高は強い米国の象徴であったが，大幅な経常

収支赤字に加え，金融政策の転換及びプラザ

合意による国際協調政策によってドルが急落

することになる。累積経常収支赤字はドルを

決定的に不信任に陥らせ，先進国通貨に対す

る為替レートは暴落した。これは各国の経済

をも不安定に陥らせ，ドルの地位を大きく引

き下げたのである。ここで，世界は機軸通貨

のない経済に移行することになった。ここに，

ドルという公共財は完全に消滅し，通貨面で

のパックス＝アメリカーナは崩壊したのであ

る。

３　貿易秩序の変動

  先に述べたＧＡＴＴを軸とした自由貿易体

制は世界経済を発展させた。これはまた米国

経済の発展にもなり，パックス＝アメリカー

ナの経済的側面として公共財としての機能を

果たした。しかし，自由貿易体制は国内の産

業調整を国際経済に委ねることになり，その

調整コストが問題となる。世界中に市場を開

放してきた米国は貿易摩擦の問題を提起する

こととなる。日本との関係でみれば，貿易摩

擦は先ず，繊維から始まった。繊維は日本の

重要な輸出品であったが，これが米国内の産

業を圧迫しているとして，これを制限するこ

とが日米間の政治問題となった。60年代にす

でに綿製品などで自主規制が始まっていたが，

70年代にはいると沖縄返還交渉と絡んで大が

かりな繊維輸出自主規制が行われることにな

る。これは鉄鋼，テレビなど非常に広範囲な

分野にまで拡大し，日本は広範な分野で自主

規制を強要された。さらに，石油危機以降

日本から自動車，工作機械，半導体など多く

の分野で輸出が急増し，貿易摩擦が拡大し，

輸出自主規制はさらに広い分野で実施される

ことになった。これらの産業別の問題は個別

の問題として自主規制などによって解決され

た。しかもほとんどの産業では自主規制を受

け入れることが利益となったので結果として

は円滑に行われた。しかし，このような自主

規制は実質的に自由貿易体制を揺るがせた。

そして，短期的な取極は恒久化し，米国の産

業の競争力の低下は計り知れないものになっ

ていった。日本の自主規制の拡大は一時的に

米国産業を助けた形となったが，これは米国
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経済の体質をますます悪化させることになり，

さらに弱いものとした。レーガン時代に入り

この傾向は強まる。ドル高は当初，強いアメ

リカの象徴として歓迎されたが，これによっ

て刺激されたわが国からの集中豪雨的な輸出

は，政治的な力をアメリカに保護主義的な傾

向に向かわせた。日米の摩擦は年々強まり，

日本の市場開放，制度改革の要求へと発展と

して行く。これには大幅な経常収支赤字の継

続が一向に解決されないところがら政治的に

保護貿易の方向に走らせることになった。米

国は63年には包括貿易法案を成立させて，貿

易制限に関するさまざまな権限を付与すると

ともに東芝制裁のような個別企業までねらい

打ちにするような規制が行われることとなっ

た。このように，自由貿易体制の中心的位置

にあった米国が急速に貿易に制限を課す方向

に移行し，自由貿易体制も一つの転機を迎え

ることになる。

  さらに，米国の保護主義的な傾向に加え，

カナダとの間に自由貿易協定が締結されてい

る。ＥＣにおいては1992年に経済統合を行う

ことで進んでいる。この様な地域主義的な流

れはＧＡＴＴの枠内であるものの，その基礎

であるＭＦＮ原則での多角的自由貿易と相違

するものになり，これが保護貿易的な方向に

移ったときに経済ブロック化が懸念されてい

る。この様な中でもウルグアイ・ラウンドが

進められ，ＧＡＴＴの貿易障壁除去の努力も

また進んでおり，この点に関してもこれまで

の自由貿易体制は，いつでも保護主義への道

に陥り易い状況になっている。

  この背景には米国にとって自由貿易体制の

メリットが低下したことが重要である。自由

貿易体制に於て米国は貿易の利益を大きく享

受したのであるが，米国の産業構造は変化し，

比較優位は農業や兵器という政治と深く結び

付く分野になってきた。そして，経済構造が

大きく変化してかってのような大量生産を行

なう産業に特化することで大きな成長を図る

ことが難しくなってきたのである。反対に，

自由貿易による産業調整のコストが目だって

きたことが政治的に保護貿易に向かわせるこ

ととなった。この面でもパックス＝アメリ

カーナの経済側面は大きく変質して行くこと

になる。

  さらに，60年代から自由貿易体制を脅かす

動きがうまれる。それは一次産品についての

国際的なカルテル化の動きであった。世界的

な好景気や高雇用政策は一次産品価格を引き

上げ，資源ナショナリズムを高めたのである。

一次産品生産国の開発途上国各国は交易条件

の改善によって，貿易の利益の分配を増やす

ように「北」の国に政治的な圧力をかけるこ

とになった。この動きは「新経済秩序の形

成」として正当化する考えも強くなり，ＵＮ

ＣＴＡＤにおける77ケ国グループの動きはま

さに貿易の場に政治を持ち込むことで南の経

済の改善を図ろうとした。この結果，ココア，

コーヒー，スズなど広範な一次産品について

の国際機構が設けられ，ロメ協定のような地

域的な商品協定も生まれた。いわば先進各国

で行った農業政策や福祉政策の国際版を行う

ように要求する動きであった。

  この国際的なカルテルが引き起こしたもっ

とも衝撃的な事件が石油危機であった。1973

年10月，第四次中東戦争のさなかアラブ石油

輸出国機構（ＯＡＰＥＣ）は戦争を有利に導き

世界からイスラエルを孤立化させるために石

油を武器として使うことに決め，強烈な石油

生産削減を行った。1979－80年にはイラン・

イラク戦争を契機とした第二次石油危機が発

生する。この時は既に石油価格は高い水準に

あったものが２倍以上の価格の引き上げが行

われた。これに対して東京サミットでも議論

が行われたように消費国側も積極的に消費カ

ルテルヘと動いた。石油危機の発生は，それ

までお互いに独立して考えられてきた政治，

安全保障，資源，経済といった諸問題は，総

合的に考えられるべきであるという総合安全

保障の考えを強めた。戦前には各国は経済的

分析，資源争奪に必死となり，アウタルキー
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体制の確立に努力していた。わが国も戦前，

ＡＢＣＤ包囲により資源制約を強いられ，満州

に南方にと資源確保を目指して政治力，軍事

力を活用しようとしたわけである。戦前のよ

うなブロック経済への移行の動きは見られな

かったものの自由貿易体制にとって一つの脅

威となった。

  このように，自由貿易体制の不安定化は米

国経済の相対的地位の低下と深くかかわって

いた。貿易の面でもパックスアメリカーナの

体制として機能したＧＡＴＴは米国が自ら保

護貿易と化し，資源を中心に政治カルテル的

な動きを見たことによって大きく方向転換を

余儀なくされたのである。自由貿易体制は再

び，与えられたものでなく，国家間の努力の

対象となったのである。

４　援助の低下と累積債務問題

  パックス＝アメリカーナのもう一つの重要

な側面である経済援助も大きな変質を遂げる。

60年代まで米国を中心とする援助が世界経済

の安定に大きく寄与したことは間違いのない

ところである。本質的に貯蓄率の低い開発途

上国にあって経済成長の大きさを決めるのが

援助であった。東西の援助競争から加速され

た発展途上国に対する援助はやがて途上国側

から先進国に対する要求という形になって行

く。1960年に多数のアフリカの新興独立国が

国連に加盟し，南北問題が次第に鮮明になる。

61年米国のケネディ大統領による「第一次国

連開発の10年」の提唱から，国連での場での

南北問題の取り組みが本格化する。6 2年の

「カイロ宣言」を受け国連総会でＵＮＣＴＡＤ

（国連貿易開発会議）が設立される。ここで，

交易条件の改善を求める商品協定の締結や特

恵関税等の要求が開発途上国行われる。そし

て，第２回ＵＮＣＴＡＤで先進国の援助をＧＮＰ

の１％目標とすることとされた。72年の第３

回ＵＮＣＴＡＤではより厳密にしてＯＤＡ（政

府開発援助）をＧＮＰの0 . 7％とするという

努力目標が設定された。ＵＮＣＴＡＤの中心的

な開発途上国は77ケ国グループと呼ばれ，貿

易，援助の分野で様々な要求を先進国に行っ

てゆくことになる。これはやがて，資源問題

に移行し，天然資源に対する権利を主張して

国有化，生産国カルテルが拡大して行き，

様々な商品協定が設立された。この様な新経

済秩序は開発途上国の交易条件を改善し，こ

れらの国を発展させると期待されたわけであ

る。ところが，この様な一次産品のカルテル

の典型である石油危機によって比較的順調に

推移した開発途上国の経済成長も大きな衝撃

を受けることになる。いうまでもなく非産油

開発途上国は石油代金の拡大に加え，先進国

の景気停滞によって輸出が振るわず大きな

ショックを受けた。ＭＳＡＣ（最貧国）と呼

ばれた国々は経済的な危機となり援助が要請

された。しかし，ＭＳＡＣを除いた途上国で

は，ユーロ市場の発達などを経由してオイル

マネーの還流が比較的円滑に行われ，世界的

な成長率の低下があったものの金利が低下し

て金利負担が小さく，さらに一次産品価格が

比較的堅調であったことから交易条件の悪化

はそれほど大きくなかったなどの好条件に

よって比較的経済成長は高く，先進国の成長

率を越えるものであった。

  しかしながら，第二次石油危機以降は石油

価格が上昇したのに対して，一次産品価格が

急落し，石油価格の上昇と反対方向となった

ために多くの途上国の交易条件は急速に悪化

した，さらに米国の高金利政策のために世界

的な高金利となり経常収支赤字に拍車をかけ

た。そして，先進国の景気停滞が大きく貿易

面での赤字が拡大した上，先進各国の財政赤

字が拡大し，援助に消極的になったことなど

悪条件が重なった。途上国における経常収支

の悪化は第一次石油危機を遥かに越えるもの

となり，そのファイナンスを通じて累積債務

が膨張することとなった。この処理が今日，

大きな問題となっている。かつてのような米

国が中心となる力は既になくなり，援助は削

減の方向にある。パックス＝アメリカーナの
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柱として援助を継続することは不可能であり，

逆に資金の輸入国になっているために立場は

全く異なっているのである。ここで、先進各

国の間で協調が必要視され，特に，日本の肩

代りが注目を浴びることになった。ここでも

米国の一方的な行動から国際協調が要請され

る時代に転換している。

  また，先進各国は国内経済の悪化により財

政事情が悪く，その余力を低下させてきたう

え，援助疲れという言葉が生まれてきたよう

に援助に対する期待も低下させてきた。これ

のために先に述べたように米国をはじめ援助

に対する意欲は低下し，日本に対する期待が

高まっていることになっている。

Ⅳ．覇権システムから国際協調へ

１  パックス＝アメリカーナの崩壊から協

    調ヘ

  パックス＝アメリカーナの崩壊は世界シス

テムを米国の覇権システムから国際的な協調

によってこれを維持して行こうとするシステ

ムヘと変革させた。毎年開かれるサミットは

その典型である。軍事力においては米国はま

だまだ圧倒的な力を持っている。しかし，

ヨーロッパにおける戦略は大きく変わり，米

国の対ソ戦略の一環であったヨーロッパ戦略

はヨーロッパ自身の問題に置き換えられ，独

自の安全保障の道を模索している。また，Ｎ

ＡＴＯでは米国の欧州各国への負担の移転が

問題となり，あらたな協調体制が求められて

いる。日本と米国の関係も日本側に防衛分担

を強く求めることとなっている。依然として

米国は絶対的な力があるといってもその性質

は大きく変化させられている。国際通貨に関

してはドルが全く機軸通貨としての立場を

失った時点から通貨の安定のために様々な会

議が頻繁に行われ，正に国際協調の中で運営

が行われている。貿易面では米国の保護貿易

に対する有効な歯止めはまだ見いだされてい

ないが，いずれにせよ自由貿易体制の重要性

に対しては異論のないところであり，ウルグ

アイ・ウランドなどでみられるような貿易障

壁の除去に関する話合いは今後も続けられな

ければならない。また，いうまでもなく日本

の市場開放は重要な意味を持っている。援助

についても各国の財政事情の悪化は援助をし

ぶる傾向にあり，また，累積債務問題などの

問題の大きさから十分な対応が難しくなって

きている。これに対してはベーカー構想，宮

沢構想などが出されているが，各国の協調に

より債務の軽減，リスケジュール等が検討さ

れねばならない状況にある。

  このように，米国の覇権システムの崩壊と

共に，先進国間での協調的な関係がそれに

とって代わらざるを得ないようになっている。

ここで，世界秩序を維持し，国際的な公共財

を供給して行くのに各国がどの様な役割を分

担するかが重要な問題となる。特に，日本が

どの様な役割を分担すべきかは日本人の間で

も合意がないし，また，仮に合意ができても

適切な分担であるかどうかは不明である。ま

た，国際協調を進めるためのルールも十分に

確立していない。アクセルロッド（Ａｘｅｌｒｏｄ

〔19 8 4〕）の言うようにリピーティッド・

ゲームに期待することでこれを求めて行かざ

るを得ないであろう。しかし，さきにも述べ

たように原則の確立がなければ協調は成功し

ない。それは国内政策との矛盾のためである。

国内政策が優先されがちになるのは民主主義

国の宿命であるが，これを克服するための原

則が確立することが極めて重要なことになる。

まさに，この原則の確立が国際的な公共財を

供給するための協調体制を生むことになるの

である。
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２　新しい世界システムの構築へ

  以上でみたように戦後の世界システムの基

本であった。パックス＝アメリカーナは第一

に核を中心とする巨大な軍事力に支えられて

いたが，この核は規模の利益を持つ特殊な軍

事力であり，これが米国を中心に安全保障の

ための力を集中させることが有利であったこ

とがその形成の基礎にあった。第二に，この

軍事的な結び付きを基礎に政治的な勢力圏を

作り上げたことが国際通貨体制であった。こ

れによって世界は国際取引において単一通貨

を持つことになり，貿易，資本移動に大きな

利益を得ることができた。一方，米国は交易

条件を高くし，経済力の集中を図ることがで

きたのである。もう一つは自由貿易体制であ

り，これによって世界は広大な市場と無限の

資源を手にいれ，貿易の利益を享受すること

ができた。米国にとっては戦後の基本的な技

術構造である大量生産技術に有利な立場に

あったことを生かし，規模の利益の産業に特

化して行き相対的に大きな成長を図ることが

できた。これらは米国の経済力を更に高いも

のにし，一方では大規模な軍事力を維持し，

他方では開発途上国への援助を拡大して西側

勢力圏の維持を図ることができた。この様に，

パックス＝アメリカーナの基礎は軍事力，経

済力における規模の利益の存在であった。規

模の利益の特徴は集中が利益を生むことであ

り，巨大化はそれ自身が利益であった。

  これに対して，米国の相対的な力の低下に

加えて規模の利益の効果の低下は集中のメ

リットを喪失させる。軍事力の規模の利益の

低下は米ソの核競争を低下させ，軍事同盟に

よって獲られる利益を引き下げる。米国に

とって覇権システムの形成は自国の利益と一

致する方向で国際公共財の供給が行われてき

たために円滑に行われた。しかし，規模の利

益の低下は国際公共財の供給が必ずしも大国

の利益に一致しないことになる。経済力にお

ける規模の利益の低下は米国の競争力を低下

させ，米国にとっての自由貿易体制のメリッ

トを引き下げて保護貿易を生むことになる。

自由貿易体制の崩壊は米国の保護貿易化から

始まっている。経済力の低下はドルの威信を

低下させ世界通貨としての地位を失わせた。

この様に世界システムは主要国家間の協調に

よる多極システムがその運営の基本原理にな

りつつある。

  戦後のシステムは規模の利益が生んだ特殊

な状況に依存しており，この状況の消滅した

現在，再びパックス＝アメリカーナに代わる

覇権システムを期待することはできなくなっ

ている。ある意味で，戦前にみられたような

多極的な世界システムの運営に戻らなければ

ならない状況になっている。この中で平和と

繁栄を維持して行くためには，世界システム

を運営する国際公共財が供給される必要があ

り，それは国際的な協調によってしか達成さ

れない。

  ここで重要なことは18－9世紀の勢力均衡

による多極的システムの安定な運営を支えた

合理主義，キリスト教的基盤，自然法的な考

えなどの存在，コミュニケーションの存在に

相当する国際協調の原則が必要になる。この

原則の模索と共に，当面はパックス＝アメリ

カーナの体制をいかに先進各国の協調によっ

て維持し，自由貿易体制の維持，通貨の安定，

軍縮の促進などが重要な課題であろう。

  わが国の安全保障政策・経済政策もこの様

な変化に対応してきたが，今後，国際公共財

の供給が米国のみに依存することはできなく

なった今日，国際協調の中でどの様な役割を

果して行くべきなのか真剣に考える時代に

なっている。
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